
２　建設リサイクル関係書類の作成について

（１）リサイクル関係書類の作成について【土木工事】

	作成時期
	作成書類
	添付資料
	作成者
	提出先
	根拠等
	対象工事

	概略設計・予備設計時
	―
	―
	―
	―
	―
	―

	詳細設計時
	―
	―
	―
	―
	―
	―

	1）工事設計書作成時

　　　（積算段階）
	特記仕様書
（再資源化施設等への処分条件等を記載する）
	―
	工事担当者
	設計書に添付
	―
	建設資材を搬入又は建設副産物を排出する場合に記載
（特定建設資材（Con殻、As殻、発生木材等）を使用又は排出し、かつ、請負金額が500万円（税込み）以上の解体工事を含む場合の追記有）

	2）工事契約前
	説明書（様式1）
	説明書資料（様式1-1）

別紙（様式1-2）

工程表（任意様式）
	落札者
	工事担当者
	法第12条第１項
	特定建設資材（Con殻、As殻、発生木材等）を使用又は排出し、

かつ、請負金額が500万円（税込み）以上の場合に作成

　（告知書については、下請契約に先立ち、元請業者から下請業者に提出）


	3）工事契約時
	13条書面（様式2-1～2-4）
	―
	契約事務担当者
	契約書に添付
	法第13条

省令第4条
	

	4）工事着手前
	通知書（様式3）
	CREDAS（計画書）（様式4-1、4-2）
	工事担当者
	県知事又は

特定行政庁長
	法第11条
	

	
	告知書（様式5）

（工事担当者より元請業者に周知）
	通知書（様式3）の表の写し

説明書添付資料（様式1-2、工程表）の写し（工事契約前作成）
	元請業者
	下請業者
	法第12条第2項
	

	
	CREDAS（計画書）
（様式4-1、4-2）
	―
	工事請負者
	工事担当者
	ﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
	建設資材を搬入又は建設副産物を排出する場合に作成

	5）工事完了時

　　　（再資源化等

　　　　　　　完了時）
	CREDAS（実施書）
（様式6-1、6-2）
	―
	工事請負者
	工事担当者
	ﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
	注）技術企画課の依頼に応じて提出（電子データ）

	
	阻害要因説明書（様式7）
	―
	工事担当者
	設計書に添付
	ﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
	計画書と比較して10%以上下がった場合に作成

	
	再資源化等報告書（様式8）
	CREDAS（実施書）
	工事請負者
	工事担当者
	法第18条第1項
	特定建設資材（Con殻、As殻、発生木材等）を使用又は排出し、

かつ、請負金額が500万円（税込み）以上の場合に作成

	6）建設資材廃棄物の

　　引渡日から15日以内
	建設資材廃棄物

　　引渡完了報告（様式9）
	産業廃棄物管理票

（運搬終了報告・通知）の写し
	工事請負者
	県知事又は

　　政令市長

工事担当者
	条例第16条の3
	特定建設資材（Con殻、As殻、発生木材等）を使用又は排出し、

かつ、請負金額が500万円（税込み）以上の解体工事を含む場合に作成


根拠等
法：建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（H12.5）

省令：特定建設資材に係る分別解体等に関する省令（H14.3）

条例：兵庫県産業廃棄物等の不適正な処理の防止に関する条例（県H15.3制定、H19.3改正）※施工区域が政令市（神戸市、姫路市、尼崎市又は西宮市）の場合は各市条例による。
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（２）リサイクル関係書類の作成について【建築工事等】
	作成時期
	作成書類
	添付資料
	作成者
	提出先
	根拠等
	対象工事

	概略設計・予備設計時
	―
	―
	―
	―
	―
	―

	詳細設計時
	―
	―
	―
	―
	―
	―

	1）工事設計書作成時

　　　（積算段階）
	特記仕様書
（再資源化施設等への処分条件等を記載する）
	―
	工事担当者
	設計書に添付
	―
	建設資材を搬入又は建設副産物を排出する場合に記載
（特定建設資材（Con殻、As殻、発生木材等）を使用又は排出し、かつ、床面積の合計が80㎡以上の建築物の

　　解体工事である場合に追記有）

	2）工事契約前
	説明書（様式1）
	説明書資料（様式1-1）

別紙（様式1-2）

工程表（任意様式）
	落札者
	工事担当者
	法第12条第１項
	特定建設資材（Con殻、As殻、発生木材等）を使用又は排出し、

かつ、床面積の合計が80㎡以上の建築物の解体工事、床面積の合計が500㎡以上の建築物の新築・増築工事、又は請負金額が1億円（税込み）以上の建築物の修繕・模様替等工事である場合に作成

（告知書については、下請契約に先立ち、元請業者から下請業者に提出）

	3）工事契約時
	13条書面（様式2-1～2-4）
	―
	契約事務担当者
	契約書に添付
	法第13条

省令第4条
	

	4）工事着手前
	通知書（様式3）
	CREDAS（計画書）（様式4-1、4-2）
	工事担当者
	県知事又は

特定行政庁長
	法第11条
	

	
	告知書（様式5）

（工事担当者より元請業者に周知）
	通知書（様式3）の表の写し

説明書添付資料（様式1-2、工程表）の写し（工事契約前作成）
	元請業者
	下請業者
	法第12条第2項
	

	
	CREDAS（計画書）
（様式4-1、4-2）
	―
	工事請負者
	工事担当者
	ﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
	建設資材を搬入又は建設副産物を排出する場合に作成

	5）工事完了時

　　　（再資源化等

　　　　　　　完了時）
	CREDAS（実施書）
（様式6-1、6-2）
	―
	工事請負者
	工事担当者
	ﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
	注）技術企画課の依頼に応じて提出（電子データ）

	
	阻害要因説明書（様式7）
	―
	工事担当者
	設計書に添付
	ﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
	計画書と比較して10%以上下がった場合に作成

	
	再資源化等報告書（様式8）
	CREDAS（実施書）
	工事請負者
	工事担当者
	法第18条第1項
	特定建設資材（Con殻、As殻、発生木材等）を使用又は排出し、かつ、床面積の合計が80㎡以上の建築物の解体工事、床面積の合計が500㎡以上の建築物の新築・増築工事、又は請負金額が1億円（税込み）以上の建築物の修繕・模様替等工事である場合に作成

	6）建設資材廃棄物の

　　引渡日から15日以内
	建設資材廃棄物

　　引渡完了報告（様式9）
	産業廃棄物管理票

（運搬終了報告・通知）の写し
	工事請負者
	県知事又は

　　政令市長

工事担当者
	条例第16条の3
	特定建設資材（Con殻、As殻、発生木材等）を使用又は排出し、かつ、床面積が80㎡以上の建築物の解体工事である場合に作成


根拠等
法：建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（H12.5）
省令：特定建設資材に係る分別解体等に関する省令（H14.3）
条例：兵庫県産業廃棄物等の不適正な処理の防止に関する条例（県H15.3制定、H19.3改正）※施工区域が政令市（神戸市、姫路市、尼崎市又は西宮市）の場合は各市条例による。

３　各様式について
　建設リサイクル関係に伴う各報告等の手続きについては、当該法・省令・条例に基づき、前項「２　建設リサイクル関係書類の作成について」により、次の各様式を用いて行うものとする。

（様式１）
説　　明　　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（発注者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（郵便番号　　　－　　　　　）電話番号　　　－　　　－　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第12条第１項の規定により、対象建設工事の届出に係る事

項について下記のとおり説明します。
記

　　１．説明内容　　添付資料のとおり
　　 ２．添付資料
1 説明書資料
2 別紙（該当工事に必要事項を記載したもの）

3 工程表（工事着手日及び工程の概略を記載したもの）

（様式１－２（様式１の別紙））

別紙

· 建築物の解体工事
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· 建築物の新築・増築工事、建築物の修繕・模様替等工事
[image: image2.png][SEPZ DS eEPL DRy s 2 e e R e I

X7

ERED IS (a5

Ei ERCOOTE [

G ERmERS - AE0TE A

TEAR EEOLS [

ORI - I B HES0TE

STofl ZoWnTE 8 UE

B AR LOB0)

I

T AT SR AR S R (D)

RIALACHEEEANER SN S

SEDZDEIY. |

00 0@ 06 00 06 00

DR UHEREREBERN

TR - S0~

00 0@ 06 0@ 06 00

DREN RAT NSRS

OB

00 0@ 06 0@ 06 08

D OnnE OER EElL. OF

i b e W A




· 建築物以外の工作物の工事（土木工事等）
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（様式２－１）
法第13条及び省令第４条に基づく書面
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建築物に係る解体工事用）
　１　分別解体等の方法
	工
程ごとの作業内容及び解
体方法
	工　　　程
	作　　業　　内　　容
	分別解体等の方法

	
	①建設設備・内装材等
	建設設備・内装材の取外し
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用
併用の場合の理由（　　　　　）

	
	②屋根ふき材
	屋根ふき材の取外し
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用
併用の場合の理由（　　　　　）

	
	③外装材・上部構造部分
	外装材・上部構造部分の取壊し
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	④基礎・基礎ぐい
	基礎・基礎ぐいの取壊し
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	⑤その他（　　　　　　）
	その他の取壊し
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用



　２　解体工事に要する費用                            
  　　請負代金額のうち                            円
                      （取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む）                   　 　　
　３  再資源化等をするための施設の名称及び所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（特定建設資材廃棄物について記載されていればよい）
     別紙のとおり

　４　特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用                               　　　 　
    　
      請負代金額のうち                　　　　　  円
　　　　　　　　　　（取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む）

（様式２－２）
法第13条及び省令第４条に基づく書面
                           　　　　  （建築物に係る新築工事等(新築・増築・修繕・模様替)用）
　１　分別解体等の方法
	工程ごとの作業内容及び解体方法
	工　　　程
	作　　業　　内　　容
	       分別解体等の方法

	
	①造成等
	造成等の工事
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	②基礎・基礎ぐい
	基礎・基礎ぐいの工事
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	③上部構造部分・外装
	上部構造部分・外装の工事
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	④屋根
	屋根の工事
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	⑤建築設備・内装等
	建築設備・内装等の工事
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	⑥その他（　　　　）
	その他の工事
□有   □無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	
	
	


　
　２　解体工事に要する費用                                                 
　　　
なし
　３　再資源化等をするための施設の名称及び所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（特定建設資材廃棄物について記載されていればよい）
　別紙のとおり
　４　特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用                               　　　 　
    　
　　　請負代金額のうち                                円
                   　（取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む）　　　　　　　　　　　　

（様式２－３）
法第13条及び省令第４条に基づく書面
（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等(土木工事等)用）
　１　分別解体等の方法

	工程ごとの作業内容及び解体方法
	工　　　程
	作　　業　　内　　容
	分別解体等の方法
　

	
	①仮設
	仮設工事
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	②土木
	土工事
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	③基礎
	基礎工事
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	④本体構造
	本体構造の工事
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	⑤本体付属品
	本体付属品の工事
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	⑥その他
 （　　　　　　　　）
	その他の工事
□有　　□無
	□手作業
□手作業・機械作業の併用

	
	
	
	


　　
　２　解体工事に要する費用                            
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
     請負代金額のうち                               円
                     （取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む）                 　 　　
　３　再資源化等をするための施設の名称及び所在地　　　　　　　　　　　　　
   　（特定建設資材廃棄物について記載されていればよい）
　　　別紙のとおり
　４　特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用                               　　　 　
                                 　　　
　　　請負代金額のうち　　　　　　　　　　　　　　　 円
　　　　　　　　　　　（取引に係る消費税及び地方消費税の額を含む）

（様式２－４）
（法13条及び省令第４条に基づく書面の裏紙）
　別紙
	特定建設資材廃棄物
　 の種類
	施設の名称
	所在地

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（様式５）
告　　知　　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（下請負人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　（郵便番号　　　－　　　　　）電話番号　　　　　－　　　　－　　　
　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第12条第２項の規定により、対象建設
　　 工事の届出に係る事項について下記のとおり告知します。
記

１．説明内容　　添付資料のとおり
　　 
２．添付資料
　　　　

 ①通知書写し
　　　　

 ②別紙（説明書に添付したもの）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　

 ③工程表（説明書に添付したもの）

（様式８）

再資源化等報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
（発注者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　様

                            　氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　（郵便番号　　　－　　　　　）電話番号　　　　　－　　　　－　　　
　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第18条第１項の規定により、下記のとおり
　　 特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。

記
1． 工事の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2． 工事の場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3． 再資源化等が完了した年月日　　　平成　　　年　　　月　　　日
4． 再資源化等をした施設の名称及び所在地（書ききれない場合は別紙に記載）

	　特定建設資材廃棄物
　　　　　 の種類
	施設の名称
	所在地

	
	
	

	　
	
	

	　
	
	

	　
	
	


　　　　５．特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用　　　　　　　　　　　万円（税込み）
　　（参考資料を添付する場合の添付資料）※資源有効利用促進法に定められた一定規模以上の工事の場合など　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□再生資源利用実施書（必要事項を記載したもの）
□再生資源利用促進実施書（必要事項を記載したもの）

（様式９）

建設資材廃棄物引渡完了報告書
                                                        　　　　　　　　　年　　月　　日
  　　
兵庫県知事　　　　　様
  　　注文者　　　　　　　様
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者　住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
                                  　　　　　　　　氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話（　　　　）　　　　－　　　　　番
 解体工事の名称
 解体工事の場所
 建築物等の構造
 解体工事対象床面積 
  　　　　　　　㎡
 解体工事の請負代金
 引渡完了年月日
 建設資材廃棄物の処理費用
 運搬費　　　　　　処分費　　　　　　合計
　建設資材廃棄物の種類
木くず
 搬出先事業場の名称
搬出先事業場の所在地
 引渡量
がれき類(ｺﾝｸﾘｰﾄくず)
 搬出先事業場の名称
搬出先事業場の所在地
 引渡量
がれき類(ｱｽﾌｧﾙﾄくず)
 搬出先事業場の名称
搬出先事業場の所在地
 引渡量
金属くず
 搬出先事業場の名称
搬出先事業場の所在地
 引渡量
 搬出先事業場の名称
搬出先事業場の所在地
 引渡量
 搬出先事業場の名称
搬出先事業場の所在地
 引渡量
 　注  １　「解体工事対象床面積」の欄には、建築物の解体工事の場合において、当該解体工事

に係る部分の床面積を記入してください。
   　  ２  木くず、がれき類（コンクリートくず）、がれき類（アスファルトくず）及び金属く

ず以外の建設資材廃棄物については、「建設資材廃棄物の種類」の欄に当該建設資材

廃棄物の種類を記入してください。    
　　      　　                     　　　　　

                               　　 　　　　　A４
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